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This report reflects on the author's teaching experience at GSSC and highlights the unique benefits of 

distance education: fostering self-directed learning, building global networks, and connecting diverse 

learners. Key initiatives such as hybrid seminars and peer learning demonstrate how distance education 

transcends boundaries and supports lifelong learning. The report concludes with the expectation that 

distance learning graduate schools, including GSSC, will use their accumulated expertise to play a 

central role in advancing digital transformation (DX). 

 

1. はじめに 

1999年に日本で最初の通信制大学院の 1つとして

開設された日本大学大学院総合社会情報研究科

（ Graduate School of Social and Cultural Studies :                        

Graduate Program in Distance Learning、以下 GSSC）

は、2024 年に 25 周年を迎えた。これを記念して、 

2024 年 9 月 7 日に 25 周年記念シンポジウムが開催

された。シンポジウムは、GSSC 研究科長である松重

先生の開会の挨拶に始まり、林真理子理事長からの

祝辞が続き、東京大学名誉教授の上野千鶴子先生に

よる基調講演「学びはいつからでも、どこからでも」

が行われた。その後、退任記念講演として、前年の

2023 年度で退任された泉龍太郎先生と、本年度 2024

年度をもって退任予定の筆者の 2 名が講演を行った。

本稿では、当日の講演内容をもとに、以下の構成で

記録をまとめる。まず、筆者が通信制大学院と出会

った経緯について紹介し、次に、大学通信教育の理

念と変遷、意義について整理する。その後、それを

踏まえて、筆者が GSSC で行った教育活動を報告す

る。最後に、これからの通信制大学・大学院に期待

することについて述べたい。本報告は、通信制大学

院という教育形態において、筆者が実践してきた 10

年間の活動を記録し、その意義を明らかにすること

を目的とするものである。また、通信制大学院の可

能性と魅力を広く伝える一助となることを目指す。 

 

2. 通信制大学院との出会い 

GSSC において、筆者は文化情報専攻・言語教育研

究コースを担当し、ICT を活用した遠隔教育を通し

て、言語教育や教育工学に関する科目の指導を行っ

たり、ゼミ生に対する論文指導を行ったりしてきた。

ゼミ生は、約 85%が日本語教師であるが、英語、ロ

シア語、韓国語、国語の教師も含まれる。また、在住

地は、国内では沖縄から北海道まで、海外ではアジ

ア、オセアニア、アメリカ、ヨーロッパなど広範囲

にわたる。このように多様な背景を持つゼミ生や文

化情報専攻の学生たちと学ぶ中で、通信制大学院な

らではの教育の意義や可能性を日々実感してきた。 

そもそも筆者が通信教育という教育形態に関心を

抱いたのは、大学院で教育工学を学んでいた頃に遡

る。この時期に、地理的・時間的制約を超える教育

の可能性に魅力を感じた。しかし、その原点は大学

学部時代からの一連の経験にある。 

1978年に大学に入学した筆者は外国語学科でフラ

ンス語を専攻し、3 年次に日本国際教育協会（現：日

本学生支援機構、略称 JASSO）の奨学金を得て、フ
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ランスのグルノーブル大学とカン大学に交換留学を

した。この留学経験を通じて、言語を学ぶことの面

白さに目覚め、特に視聴覚教育法が学習者の能動的

な学びを促す効果的な手法であることを実感した。

この視聴覚教育との出会いが、言語教育に対する関

心を強くし、その後のキャリアの大きな礎となった。 

学部卒業後、数年間国際交流に関わる仕事に携わ

り、その後、1987 年に国立国語研究所の日本語教育

長期専門研修を受講した。1 年間フルタイムで集中

的に学ぶこの研修では、日本語学や言語教育に関し

する第一人者の講義を受講する機会にめぐまれた。

それと同時に、言語教育に関する英語の専門文献か

ら古典文法の文献まで幅広い資料を原語で講読し、

理論的知識を体系的に学んだ。また、研修生が学生

の募集から授業設計・実施までを一貫して行う日本

語教育実習を 2 回経験して、言語教育の実践力やコ

ースの企画運営力を身につけた。この時、理論と実

践を結びつけることの重要性を深く理解し、言語教

育を自身のキャリアの中心に据えるようになった。 

さらに、視聴覚教育をより専門的に学び、言語教

育に活かしたいと考えた筆者は、1989 年に大学院に

進学し、教育方法学専攻で視聴覚教育を専修した。

視聴覚教育という研究分野は、1980 年代後半には教

育工学の一分野に位置づけられるようになっており、

筆者は大学院で、視聴覚教育、インストラクショナ

ルデザイン、e-learning、遠隔教育など、教育工学の

理論と実践を学んだ。その中で、「言語教育と教育工

学の融合」がもたらす新たな教育の可能性を実現し

たいと強く思うようになった。特に ICT を活用する

ことにより、地理的・時間的制約を超えた学びが実

現できる点に大きな魅力を感じた。それは、言語学

習者が現地に行かなくとも、その言語を使う人々と

の交流でき、相互理解を進めることができ、言語と

文化結び付けた学びが実現できるという可能性を感

じたからである。そして、大学院前期課程を修了し

た後は、日本語教育をフィールドに、教育工学の観

点から教育実践と研究に取り組んできた。 

こうした一連の経験を経て、2011 年、筆者は日本

大学本部で交換留学生のための日本語・日本研究講

座のコーディネーションと日本語指導に携わりなが

ら、同じ学内の GSSC で非常勤講師として言語教育

関連科目を受け持つようになる。GSSC では、設立当

初からポートフォリオ・システムや Web 会議システ

ムを活用した遠隔教育が実施されており、筆者は遠

隔教育の持つ可能性を実践の中で実感することとな

った。 

その後、2014 年には GSSC の専任教員となり、ゼ

ミや文化情報専攻の科目を担当するようになる。

GSSC 文化情報専攻では、言語と文化は不即不離の

関係にあり、文化は他の文化との出会いと相互作用

により変容する動的で流動的なものであるという文

化観を深く検討する機会を得て¹、言語と文化を融合

する言語教育に取り組むようになる。そして、言語

と文化の融合、ならびに、言語教育と教育工学の融

合という観点から、遠隔教育の可能性をさらに広げ

ることに力を注いできた。一方、遠隔教育は、2019

年 12 月に始まるコロナ禍により、劇的な進化を遂げ

た。従来から GSSC に整備されていた学習支援環境

は、急速に普及した ICT 技術に置き換わったり、組

み合わせられたりすることで、遠隔教育の柔軟性や

継続性が一層強化され、学びの新たな可能性が広が

った。この経験は、筆者にとって遠隔教育としての

通信教育の持つ意義を再認識し、その未来への展望

を深める契機ともなった。 

 

3. 大学通信教育の変遷と意義 

3.1 通信教育の定義 

通信教育は、通学に地理的・時間的・身体的な制

約などを抱える人々が、郵便、放送、ICT などの通信

手段を使うことにより、時間や場所にとらわれず学

ぶことができる柔軟な教育形態のことである²。通学

制とは異なる方法で教育の機会を提供するものであ

るが、大学教育では学校教育法第八十四条において

正規の教育活動として認められている。通信教育は、

教育・学習活動を行う教師と学習者が違う空間にい

るため、遠隔教育と言い換えることができる。一方、

遠隔教育研究の分野では、教育メディアの発達に応

じて、遠隔教育は 3 つの発達段階に分類される（鄭・

久保田 2006、ムーア 2004）。郵便を使った第 1 世代、

放送を軸とする第 2 世代、ICT を活用する第 3 世代

である。この文脈では、「通信教育」という用語は第

1 世代の遠隔教育を指す。日本で通信教育が始まっ
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たのは第 1 世代の段階だったため、「通信教育」とい

う用語で法制化され、そのまま現在でも使用されて

いるのだと思われる。現代の通信教育は ICT を中核

に据えるが、郵便や放送なども適宜利用しており、3

世代の遠隔教育が併存している状況である。前述の

GSSC の英語名称でも、Correspondence Education は

使われず、Distance Learning という用語で通信制であ

ることを表している。 

 

3.2 通信教育の理念 

通信教育の理念的な背景には、1947 年に公布され

た日本国憲法第 14 条（「法の下の平等」）および第 26

条（「教育を受ける権利」）がある。これを基盤とし

て制定された教育基本法の第 3 条（1947 年版）³には、

下記のとおり「教育の機会均等」が明記されている。 

 

「すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた 

教育を受ける機会を与えられなければならない 

ものであって、人種、信条、性別、社会的身分、 

経済的地位又は門地によって、教育上差別され 

ない。」   教育基本法の第 3条（現第 4条） 

 

この条文は戦後日本の教育制度の根幹をなす理念

である。通信教育はその具体的な実践手段として

1947 年に制度化された。設立当初の主な目的は、戦

前・戦中に大学教育を受ける機会を失った人々に対

する権利の保障であった。学ぶ機会に恵まれなかっ

た人々に「いつでも・どこでも学べる」機会を提供

し、高等教育への門戸を開いたという点で重要な役

割を果たしたと言える。しかし、この条文について

は、学ぶ者すべての多様性を尊重する思想が根底に

流れており、法律が制定された戦後の時代だけでな

く、時を越えて現在や未来でも通用する普遍的な理

念となっている。この理念こそが、通信教育の魅力

の源であることを特記しておきたい。 

 

3.3 大学の通信教育の誕生と制度の発展 

日本において大学の通信教育は、1950 年に制度化

され、最初に 6 校の通信制大学が認可された。日本

大学もその一つであり、通信教育の先駆けとして歴

史を歩み始めた。当時の通信教育は、教材の郵送と

課題の添削指導が中心であったが、教育機会を奪わ

れていた多くの人々にとって、新たな学びの場とな

った。 

その後、時代の流れと共に通信教育は制度面・技

術面の発展を経て、さらに拡充されていく。特に、

1998年の大学設置基準改正によって大学院レベルの

通信教育が制度化され、1999 年には通信制大学院の

博士前期課程が初めて 4 つの大学で開設された。こ

れにより、働きながら学ぶ社会人や、時間的・地理

的制約を抱える学生に対して、さらに高度な学びの

場が開かれることとなった。そして、2002 年には大

学院設置基準が改正され、翌年の 2003 年に博士後期

課程が設置された。 

通信制大学院の基本的な役割は「基礎研究を中心

とした学術研究の推進」「研究者の養成」「高度専門

的能力を有する人材の育成」とされている⁴。大学院

の場合、大学のように通学制か通信制かで設置基準

が分かれているわけではないため、上述の大学院の

役割は、通学制と通信制の両者に共通のものである。 

こうして通信教育は、学士課程から博士課程まで

をカバーする体系的な教育制度へと発展し、現代の

学びの多様なニーズに応えられるようになっている。

以上の大学における通信教育制度の発展を年表にま

とめると、表１のとおりとなる。 

 

表１ 大学通信教育の変遷 

年 主な出来事 

1947 教育基本法制定、教育の機会均等を明記 

1950 通信制大学が正規の教育課程として認可 

1998 大学設置基準改正、大学院通信教育が制度化 

1999 通信制大学院（博士前期課程）開設 

2002 大学院設置基準等の改正、博士後期課程の制度化 

2003 通信制大学院（博士後期課程）開設 

2024 
通信制大学設置状況：大学 46 校、大学院 27校、短

期大学 11 校（学生数：約 20万人、私立大学のみ） 

 

GSSC は日本で初めて博士前期課程および博士後

期課程を開設し、日本国内外で活躍する社会人の学

びの場となってきた。2023 年度末までに 1,642 名の

修了生を輩出している⁵。 
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3.4 通信教育の現状と今後の展望 

現在、通信教育は ICT 技術の急速な発展に支えら

れ、教育手法が大きく変化している。従来の郵送に

よる学習だけでなく、Web 会議システム、動画教材、

ポートフォリオ・システムといった先端技術が導入

され、即応性と双方向性を担保し、同期型教育と非

同期型教育を組み合わせたりすることで、通学制教

育に匹敵する質の高い学びが提供されるようになっ

た。これにより、学習者は時間や場所の制約を超え、

自分のライフスタイルに合わせた柔軟な学習が可能

となっている。 

こうした進展を背景に、通信教育は単なる「教育

の機会均等」の手段という役割を超え、現代社会の

多様な学習者層にとって不可欠な学びの場となって

いる。例えば、図 1 および図 2 を見てみよう。これ

らは、通信制大学における在籍者の年齢層と最終学

歴の変化を示している。 

 

 

図１ 大学通信教育の年齢別在籍者数の割合 

出所：乾（2022: p.42）⁶  

     

 

図 2 通信制大学入学者の最終学歴 

出所：乾（2022: p.42） 

図 1 が示すように、通信教育は 1979 年当初、10 代

～20 代の若年層が中心であり、30 代まで含めると

90％に及んでいた。その後、40 代～60 代以上の中高

年が徐々に増加した。そして現在では、幅広い年齢

層がバランスよく学ぶ場へと変化している。また、

図 2 では、通信制大学入学者において大学既卒者の

割合が 33.1％を占めており、入学者の高学歴化が顕

著に表れていると言えるだろう。2 つの図からは、通

信制大学に入学する人々の目的は、学士号取得する

ためだけでなく、既に学士号を持った人がリカレン

ト教育として専門知識を学び直したり、教養を深め

たりする場になっていることがうかがえる。通信制

大学院に関しては、図 1 や図 2 のような具体的なデ

ータは見当たらない。しかし、GSSC では、2 つ目の

修士号や博士号の取得を目的に入学する者も少なく

なく、大学院においても入学者の高学歴化が進んで

いることがうかがえる。 

以上、通信教育について、主に大学通信教育に焦

点を当て、その変遷と現状を見てみた。ここまでの

情報を基に通信制大学・大学院の意義を整理すると、

主に以下の点に集約されるだろう。第 1 に、教育の

機会均等の実現である。地理的・時間的制約、ある

いは身体的な制約を抱える人々にとって、通学の必

要がない通信教育は学びの門戸を大きく広げた。第

2 に、社会人のリカレント教育である。現代の社会で

は、生涯を通じた学び直しが求められており、キャ

リアアップやキャリアチェンジを目指す社会人にと

って、通信制大学院は有力な選択肢となっている。

第 3 に、生涯学習の機会の提供である。特に中高年

層にとって、若い頃に学ぶ機会がなかった分野を学

び直し、教養を深める場としても大きな役割を果た

している。大学の通信教育は、現在、社会人のリカ

レント教育や生涯学習を支えながら、学びの多様化

と柔軟化を推進しているといえる。では、このよう

な状況の中で、通信制大学や通信制大学院の教師と

して、何ができるのであろうか。 

  

4. 通信制大学院における取り組み 

ここまで見てきた通信教育の理念や意義を踏まえ

て、筆者は GSSC において通信教育の可能性を広げ

るために様々な取り組みに挑戦した。本章では、筆
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者の教育実践を事例として採り上げ、ゼミや専門科

目のための教育活動やゼミやゼミを越えた課外活動

において実施した具体的な試みについて報告する。 

 

4.1 ゼミ生の様相 

教育実践の事例報告にあたり、実践に関わる背景

情報として当日のスライドを基に、保坂ゼミの学生

の様相について述べる。保坂ゼミに在籍した学生の

数、職種、勤務先、年齢は図 3 の通りである。 

 

 

図 5 ゼミ生の構成 

 

これまでに 20 代から 70 代までの幅広い年齢層の

学生が 69 名在籍していた。性別では、女性が男性の

約 4 倍に上る。国内在住の外国籍の学生も 2 名在籍

していた。ゼミ生の職業は、約 85％が日本語教育に

従事する現役教師である。それ以外にも、国語、英

語、ロシア語、韓国語を教える教育者、学校事務、編

集者、会社員、さらに真打の落語家も含まれていた。

職種は多岐にわたり、文化情報専攻の言語教育研究

コースということで、言語教育の研究や文法の研究、

言語の対照研究などに取り組んでいた。 

在学時のゼミ生の居住地は、国内外に広がってい

た。図 4 のとおり、日本国内では北海道から沖縄ま

での 20 都道府県に、海外ではアジア、中東、ヨーロ

ッパ、アメリカ、オセアニアなど、22 か国・地域に

及んでいる。在学中に日本から海外へ移動したり、

海外から日本へ戻ってきたり、さらには海外の複数

の国を転々と移動したりする学生などが散見された。

移動を伴いながらも、地理的制約を超え、どこから

でも学び続けることができる点は、通信制という教

育形態の大きな強みである。 

 

 

図 4 ゼミ生の居住地 

 

筆者のゼミ生の情報を整理するだけでも、通信制

大学院が地理的な制約を超え、多様な学びを実現す

る場となっていることが明らかである。年齢や職業、

居住地といった多様性が、ゼミ全体にダイナミズム

をもたらしていると言える。このように多様な学生

が集う環境では、個々の背景や経験を活かした学び

が促進されるだけでなく、学生間の相互作用を通じ

て新たな視点や知識の共有が期待される。 

 

4.2 事例報告: 具体的な教育実践の試み 

3 節では、通信教育の意義や可能性を述べた。これ

らは通信教育のメリットだと言える。しかし、当然

のことながら、通信教育にはデメリットもある。通

信教育で最も大きな課題として次の 2 点が挙げられ

る。一つは、学生同士がそれぞれ遠隔地に住んでい

て、教室というリアルな空間で顔を合わせることが

ないため、学生同士のつながりができない、あるい

は、つながりが弱いという点である。もう一つは、

遠隔教育では学生に高度な自律性や自己調整能力が

求められるという点である。自律性の問題は、遠隔

教育の最大の課題として取り上げられてきたもので

ある⁷。これらの問題を少しでも解決し、通信教育で

の学びを有意義なものにするために、筆者は様々な

試みを行った。本節では、その試みについて報告す

る。 

 

4.2.1 オンラインと対面を融合したゼミ活動 

GSSC のゼミ指導には、Web 会議システムを使用する

メディア面接授業（通称：サイバーゼミ／オンライ

ンゼミ）と対面で行う面接指導の 2 種類の形態があ
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る。各ゼミの事情によって実施状況は異なるが、私

は着任時に、この 2 つの形態を月に 1 回ずつ実施す

るようオリエンテーションを受けた。面接授業を行

うのは、学生が教師と対面して直接指導を受ける機

会を設けるためであり、参加は任意で遠方の人もキ

ャンパスの近くに来た場合に参加できるようになっ

ていた。通信教育は、郵便や ICT を用いた通信指導

だけをイメージするかもしれないが、大学の通信教

育課程では、卒業要件の 124 単位のうち 30 単位は面

接授業かWeb会議システムを利用した遠隔授業を行

うことが必須となっており、スクーリングと呼ばれ

る対面集合授業が行われている。これは、面接授業

とオンライン授業を組み合わせるブレンディッド型

授業が通信教育の抱える課題を解決し、教育の質を

担保する効果があるということが、既に早くから大

学通信教育では認識されていたということを意味す

るであろう。 

以上の枠組みを基に、筆者が試行錯誤ながら実施

したゼミ活動のデザインは図 6 のとおりである。サ

イバーゼミも面接ゼミも、各学生の研究発表と討論

が活動の中心だが、ゼミ生同士のつながりを促進す

るため、司会とタイムキーパーは学生が担当するこ

ととした。また、学術的な議論の場として、ゼミ後

の自律学習につながるように、学生同士がクリティ

カルにコメントやアドバイスを行うことを推奨した。

これらは、通学制の対面だけのゼミ活動と大きな差

はないと思われる。 

 

 

図 6 GSSC のゼミの指導形態 

 

指定された授業の枠組みで、通信教育を念頭に配

慮した点は、参加が任意であった対面形式のゼミを、

現地に来られない人でも参加できるようオンライン

化したことである。いわゆるハイブリッド型ゼミで

ある。この授業形態は、コロナ禍を契機に一般にも

広く知られるようになったが、筆者が着任した当時

はそのような用語も発想もほとんど存在していなか

った。 

筆者のゼミでは、第 1 期生の中に日本在住者以外

に香港、上海、ウクライナ在住のゼミ生がいたため、

任意参加の対面授業が海外在住者にとって公平性を

欠くのではないかという懸念があった。このため、

当時使用していた V-CUBE ミーティングや Skype を

活用し、教室内と教室外のゼミ生をつなぐ仕組みを

整えた。これにより、日本国内だけでなく海外の学

生も参加可能な環境を実現した。同じ授業に対面と

オンラインの双方で学生が参加するこのようなハイ

ブリッド型授業は、コロナ禍を経て広く普及するよ

うになった。 

さらに、Web 会議システムを V-CUBE ミーティン

グから録画機能付きの Zoom に変更したことで、ゼ

ミのやり取りを録画し、配信できるハイフレックス

型ゼミも容易になった。筆者のゼミは、コロナ禍後

は面接指導は行わず、同期型のサイバーゼミのみを

実施し、ゼミを録画して共有している。 

オンラインと対面を融合したハイブリッド型やハ

イフレックス型のゼミは、距離の制約を超えてゼミ

の機会を均等に提供できるだけでなく、時差や物理

的距離を超えた知的交流を促進し、ゼミ全体の一体

感を高めることができる。また、ゼミ録画の配信は、

ゼミ中のコメントを振り返り、必要な内容を確認す

る手段として活用され、自律的な学習へとつながっ

ているようである。 

 

4.2.2 科目・ゼミでのピア・ラーニングの実践 

1) 科目のピア・ラーニング 

通信教育の授業形態は、①面接授業、②遠隔授業

（メディアを利用して行う授業）、③放送授業、④印

刷教材等による授業の 4 種類に分類される⁸。GSSC

の科目の授業は、前期課程の必修科目にスクーリン

グが加わる点を除き、④で実施される。④は、学生

が在宅で指定された教材を読み、指定された課題リ
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ポートを作成して、通信手段を使って教師に提出し、

そのフィードバックを受ける形式の授業である。こ

の形式は「通信授業」や「在宅学習」とも呼ばれる。

しかし、この形態では教師と学生の 1 対 1 のやり取

りが中心となるため、学生同士の横のつながりが全

く生まれないという問題がある。そこで、筆者が担

当する科目では、図 7 に示すようにピア・ラーニン

グを積極的に取り入れている。 

 

 

図 7 科目でのピア・ラーニング 

 

ピア・ラーニングは、同じ科目を履修する学生が

互いのリポートを批評し合う活動を中心に実施して

いる。具体的には、以下の手順で行った。 

 

(1) 教師とのやり取りが終わったリポートを、教師 

が LMS である manaba folio の掲示板にアップ 

ロードする。 

(2) 学生にリポートを読むよう連絡し、以下の点に

ついて掲示板にコメントを書くよう指示する。 

① 面白かった点・良かった点 

② 分かりにくい点・疑問点 

③ アドバイス（改善すべき点） 

④ その他の質問 

(3) リポートを執筆した学生がコメントに応え、質

疑応答を進める。 

(4) 必要に応じてリポートを修正する。 

(5) 修正後のリポートを最終稿として提出する。 

 

また、リポートのテーマに関連して興味を持った

ことについてもやり取りすることを推奨している。 

この過程では、質問するためにリポートをクリテ

ィカルに読むことが求められる。また、質問のやり

取りを通じて、各学生が他者の視点を取り入れ、自

身の思考を深めていくことが期待される。やり取り

の様子を観察すると、互いに質問し合うことで学び

が深まるだけでなく、相互理解も進み、ヴァーチャ

ルな空間で同じゼミに所属していない学生同士でも

同じ科目を履修する者同士として人間関係を構築し

ている様子がうかがえる。 

 

2) ゼミのピア・ラーニング 

ピア・ラーニングはゼミでも実施している。前述

のとおり、ゼミ内では定期的に研究テーマに基づく

討論が行われており、各学生が自身の研究テーマを

発表し、他の学生や教師から建設的なフィードバッ

クを受ける機会となっている。この形式は、単なる

情報共有を超え、学問的な議論を通じて新たな発見

や洞察を生み出す場となっているようである。 

ピア・ラーニングを通じて、学生は単独では得ら

れない学びを得ることができている。また、定期的

にゼミで発表することは、ゼミ生たちが自分の発表

スケジュールを管理し、仕事との調整に配慮するこ

とにも寄与している。執筆した論文についても、お

互いにピア・レビューを行っており、同じ論文執筆

中という連帯感が生まれている。さらに、LINE など

のインフォーマルなチャンネルを活用して互いに励

まし合っているという話もよく耳にする。 

 

4.2.3 境界を越えた活動 

科目やゼミでのピア・ラーニングは、特定の集団

内での活動である。通信教育では、同じ集団内であ

っても横のつながりを作ることが難しく、他のゼミ

や機関との連携はさらに困難である。そこで、筆者

のゼミでは合同合宿や学会参加、他大学の授業見学

など、ゼミの枠を越えたピア・ラーニング活動を積

極的に実施している。 

 

1) 合同ゼミ合宿 

コロナ禍以前は、日本大学の軽井沢研修所におい

て 2 泊 3 日の日程で合同合宿を開催していた。合宿

中の研究発表ややり取りはハイブリッド形式で行い、

遠方や海外在住の学生もオンラインで参加可能だっ

た。また、研究発表以外の時間には、バードウォッ
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チングやビブリオバトルなどの交流活動も取り入れ

た。こうした合宿は、オンラインでしか顔を合わせ

ない同じゼミの人や、他のゼミの学生とも直接交流

し、つながりを深める貴重な機会となった。 

コロナ禍以降は、合同合宿をオンライン形式に移

行し、現在も実施している。オンライン合宿では、

研究テーマの類似性に基づいて発表をカテゴリー分

けし、質疑応答を行う形式を採用した。また、「子供

への日本語教育」や「学習動機づけ」など特定分野

の人数が多い時は、その分野の専門家をコメンテー

ターとして招き、質疑応答を通じて専門的なフィー

ドバックを受ける機会を提供している。これにより、

学生は専門家の観点を取り入れ、自律的に研究を修

正する機会を得ている。 

 

2) 学会参加による学びと交流 

ゼミを越えた活動として学会参加も重要な役割を

果たしている。コロナ禍以前は、他のゼミと合同で

対面の学術大会に参加し、全国各地に住む学生が一

か所に集まる貴重な機会を提供していた。この活動

を通じて、ゼミ生同士やゼミを越えた交流、さらに

他機関の大学生や研究者との交流が実現した。 

コロナ禍では、学会がオンライン開催となり、直

接的な交流機会が減少した。このため、オンライン

学会に参加した学生が LMS の掲示板で研究発表内

容を報告し、意見交換を行う活動を通じて、学びの

コミュニティとしてのつながりを維持しするように

た。 

 

3)  他大学との連携と国際インターンシップ 

筆者のゼミでは、東京外国語大学の日本語授業見

学プログラムに参加し、1 年で初級から上級まで体

系的に日本語能力を向上させるカリキュラムを体験

した。また、見学を通じて受け入れ機関の教師や遠

方からの参加者同士の交流も図った。 

さらに、国際交流基金の助成プログラムを活用し、

韓国の仁川大学でのインターンシップを実施。この

活動には日本国内の学生だけでなく上海在住の学生

も参加し、現地の日本語教育機関で授業を担当する

ことで異文化の中で日本語教育を実践する貴重な経

験を得た。 

これらの活動を通じて、通信制大学院の学生たち

は、自宅で孤立しがちな学習環境の中でも、他の学

生や教師、さらには外部機関との交流を深めること

ができた。こうした取り組みは、学びをより豊かに

するだけでなく、学びのコミュニティを広げる重要

な役割を果たしている。 

 

4.2.4 「うえの式質的分析法」ワークショップ 

筆者のゼミでは、通常のゼミ活動に加えて、日本

語教育関連の他のゼミと共同で、特別講演やワーク

ショップを積極的に実施している。例えば、「うえの

式質的分析法」のワークショップでは、この分析方

法の開発者で本シンポジウムの基調講演者である上

野千鶴子先生をお招きし、KJ 法を基盤としたケース

分析、コード分析、マトリックス分析の手法を学び、

それを実際の研究に応用する方法を学ぶことができ

た。このような活動は、理論と実践を橋渡しし、学

生が実際の研究プロセスをより深く理解するのに役

立った。 

 

4.3 実施したピア・ラーニングの効果の検証 

GSSC の日本語教育関連の島田ゼミと保坂ゼミで

実施しているピア・ラーニングについて、修了生を

対象に調査を行い、ワークショップで学んだ「うえ

の式質的分析法」を用いて分析した。この手法によ

り、修了生の具体的な意見や経験を質的に評価し、

ピア・ラーニングの効果や意義を明らかにすること

を目的としていた。その分析結果の一部を図 8 に示

す。 

 

図 8 うえの式質的分析の結果 
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分析の結果、学生が捉えたピア・ラーニングの活

動には、単に教師がデザインした活動だけではなく、

学生自らが自律的につながって行った活動も含まれ

ることが確認された。この分析により、ピア・ラー

ニングは以下のとおり通信教育における課題を解消

していることが示唆された。 

 

・高度な自律性が要求される環境における学び 

の実現 

・人間関係の構築が困難とされる状況でのつな 

がりの形成 

 

この結果を象徴するようなエピソードがある。イ

スラエル在住の学生が紛争の最中でも、世界各地の

ゼミ生と連絡を取り合い、互いに励まし合いながら

修士論文を完成させた。この事例は、通信教育が国

境を超えたつながりを生み出す力を持つことを示し

ている。当該学生は今回の調査対象ではなかったも

のの、その経緯は調査結果と一致する内容であった。 

本調査の分析結果は、ピア・ラーニングが修了生

にとってどのような意味を持ち、どのような効果を

もたらしたかを示している。これにより、今後のピ

ア・ラーニングの設計や実践における参考となる知

見が得られたと考えている。 

 

 

5. 通信制大学院に対する期待 

以上の検討の結果から、通信制大学院は以下の役

割を果たせるという示唆が得られた。 

 

・自律的な学びの機会を提供する： 

  通信教育の形式を通じて、学生が自己

主導で学びを進める場となる。 

・ワールドワイドなネットワークの構築を促進 

する: 地理的制約を超えた学びの場で、学生

同士が国際的なつながりを築く場とな

る。 

・学びと人とのつながりを拡張する:  

学生間の相互作用を通じて、学問的な

成長だけでなく、人間的な支援や励ま

し合いができる 

 

通信教育における教育実践は、単なる学問的知識

の習得だけでなく、学びを超えた人間的なつながり

や社会的意義を持つものであると言える。 

遠隔教育としての通信教育は、地理的・時間的制

約を超えた新たな学びの場を提供するだけでなく、

学生同士が支え合い、励まし合うことで、孤立を防

ぎ、共に学びを深める場を形成する力を持っている。

そして、教育の新しい形を模索し続ける場として、

今後も多様な学び手のニーズに応えるための先駆的

な取り組みをリードしていく可能性を秘めている。 

今後、通信制の大学・大学院がその可能性を拓き、

革新的な教育モデルを提示したミネルバ大学のよう

に、これからのデジタルトランスフォーメーション

（DX）の推進役としての役割を果たすことを願うば

かりである。 

 

注 

1. 平成 27 年度日本大学学術研究助成金（総合研究）

『グローバル人材育成のためのオープンエデュケ

ーションに関する総合的研究』において、「文化翻

訳」を軸に、比較文学、翻訳、フランス文学、日本

文学、歴史学、映画、言語文化教育など専門分野を

異にする専門家と、学部や専門分野、国籍を超え

た共同研究を行った。その成果を基に、平成 28年

（2016年）2月 22 日に国際シンポジウム「文化翻

訳が拓く異文化間コミュニケーションの可能性」

を開催するとともに、平成 29年（2017 年）1月 11

日～3 月 20 日の期間に日本大学第三弾となる

JMOOC 講座「文化翻訳入門－日本と世界の文化コ

ミュニケーション－」を gacco で開講した。 

2. 「通信教育」に関して、文科省の正式な定義は管

見の限り見当たらない。令和 2年（2022 年）12月

23日に開催された文部科学省の第 6回中央教育審

議会大学分科会質保証システム部会の資料 6「大学

通信教育制度について」に「地理的・時間的制約が

ある社会人など、通学課程とは異なる様々な学び

のニーズに対応し、大学教育の機会を広く提供す

るもの」という説明が見られた。ここで示した定

義は、この資料を軸に、他の資料を参考にして示



【報告】通信制大学院の可能性を求めて 

 

 150 

したものである。 

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/content/000089352.

pdf?utm_source=chatgpt.com（2024 年 12 月 15 日ア

クセス） 

3. 文部科学省 HP「教育基本法ってどんな法律？」に

よると、1947 年（昭和 22 年）の教育基本法は、

2006年（平成 18年）に改正され、当該条項は第 3

条から第 4条に変更となっている。下記 HP の「改

正前後の教育基本法の比較」資料を参照のこと。 

https://www.mext.go.jp/b_menu/kihon/about/index. 

htm（2024年 12月 15日アクセス） 

4. 私立大学通信教育協会 

https://www.uce.or.jp/about/（2024 年 12月 15日アク

セス） 

5. 25 周年記念シンポジウムの当日配布資料による。 

6. 図 1も図 2も乾（2022）から引用したものである。

乾は、出典として注 2 と同じ第 6 回中央教育審議

会大学分科会質保証システム部会で使用された資

料 7「（公社）私立大学通信教育協会理高橋陽一理

事長説明資料」を記載していた。しかし、図 2 は

この原典資料では帯グラフで表されていたため、

乾（2022）からの引用とした。 

7. 遠隔教育の自律性の問題については、遠隔教育の

第一人者であるムーアが数多くの遠隔教育研究を

調査し、問題に対処するための「交流距離理論」を

提案している。交流距離理論については鈴木

（2012）、鈴木・平岡（2021）を参照のこと。      

8. 詳しくは、注 2 の「大学通信教育制度について」

を参照のこと。 
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